
魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、魚津市補助金等交付規則（平成２年魚津市規則第６号）第21条の規定に基づき、伝統芸能開催事業支援補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。
（補助金の交付）
第２条　市長は、地域に伝わる伝統芸能の安定的な開催と保存継承を支援するため、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者は、祭礼行事等を主催又は祭礼行事等に参加するもので、次の各号のいずれかに該当するものとする。

　（１）　魚津市自治基本条例（平成23年魚津市条例第16号）第25条第１項各号に規定する地域コミュニティ
（２）　５名以上の会員を有する伝統芸能保存団体
２　前項の規定にかかわらず、魚津市文化財保護条例（平成14年魚津市条例第４号）第５条、富山県文化財保護条例（昭和38年富山県条例第11号）第４条及び文化財保護法（昭和25年法律第214号）第71条に規定する指定文化財の保存団体は、補助対象から除く。

　（補助金の交付対象）
第４条　補助金の交付対象となる伝統芸能行事は、寺社祭礼又は文化祭等の
地区行事に伴う神輿、獅子舞、踊り等の行事とする。ただし、市長が特に認める場合は、この限りでない。
（補助対象経費）
第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、伝統芸能行事に要する経費とし、次の各号のいずれかに該当するものとする。
　（１）　伝統芸能行事に必要な備品、消耗品等の購入に要する経費

（２）　伝統芸能行事の実施、練習及び準備に係る打合せ等の会場使用に要する経費
（３）　伝統芸能行事に参加した者に提供する飲食料等の購入に要する経　　
　費

（４）　チラシの作成等広告宣伝に要する経費
（５）　その他市長が特に必要と認める経費
（補助金の額等）
第６条　補助金の額は、補助対象経費の額又は５万円のいずれか低い額とする。ただし、補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
２　補助金の交付は、補助対象者１団体につき１回とする。

（補助金の交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする者は、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請するものとする。
（１）　事業計画書
（２）　収支予算書
（３）　見積書の写し又は補助金算出の根拠となるもの
（４）　その他市長が必要と認める書類
（補助金の交付決定）
第８条　市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否を決定し、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。
（実績報告）
第９条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日から起算して１月を経過する日又は補助事業実施年度の３月31日のいずれか早い日までに、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

（１）　事業実施報告書
（２）　収支決算書
（３）　事業により整備した備品、消耗品等の写真
（４）　補助対象経費が確認できる領収書等の写し

（５）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
（額の確定）
第10条　市長は、前条に規定する実績報告があったときは、その内容を審査し、補助金額を確定し、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金額の確定通知書（様式第４号）により、当該補助事業者に通知するものとする。
（財産の処分の制限）
第11条　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した償却資産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。ただし、事前に市長の承認を受けた場合は、この限りではない。
（補助金の返還）
第12条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。

　（１）　この要綱又は交付の条件に違反したとき。
　（２）　前号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。
（書類の保存）
第13条　補助事業者は、補助金に係る帳簿及び証拠書類を整備しなければならない。
２　補助金に係る帳簿及び証拠書類の保存年限は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。
３　前項の規定にかかわらず、第５条第１号の規定により備品を購入した場合、前項の期間を経過後、当該備品の財産処分が完了する日又は当該備品に係る耐用年数を経過する日のいずれか遅い日が属する年度までとする。
　（その他）
第14条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

　（施行期日）
１　この告示は、公表の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。
　（この告示の失効）
２　この告示は、令和５年３月31日限り、その効力を失う。

様式第１号（第７条関係）
年　　月　　日

魚津市長　あて

　　　　　　　　　　申請者　所在地　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　
魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付申請書

　　　　年度において、魚津市伝統芸能開催事業を実施したいので、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金を交付されるよう魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付要綱第７条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　金　　　　　　　円

２　関係書類

（１）　事業計画書
（２）　収支予算書

（３）　見積書の写し又は補助金算出の根拠となるもの
（４）　その他市長が必要と認める書類

様式第２号（第８条関係）
魚津市指令　第　　号
所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付（不交付）決定通知書

年　　月　　日付けで申請のあった補助金について、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付要綱第８条の規定により、次のとおり決定しましたので通知します。

年　　月　　日

魚津市長             

１　交付します。

２　交付しません。

　交付しない理由

様式第３号（第９条関係）
年　　月　　日

魚津市長　あて

　　　　　　　　　申請者　　所在地　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　
魚津市伝統芸能開催事業支援補助金実績報告書

　　　　年　　月　　日付け魚津市指令　　第　　号で魚津市伝統芸能開催事業支援補助金の交付の決定の通知があった魚津市伝統芸能開催事業について、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付要綱第９条の規定により、その実績を次の関係書類を添えて報告します。

記

関係書類

（１）　事業実施報告書
（２）　収支決算書
（３）　事業により整備した用具等の写真
（４）　補助対象経費が確認できる領収書等の写し

（５）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
様式第４号（第10条関係）
魚津市指令　第　号

所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
魚津市伝統芸能開催事業支援補助金額の確定通知書

　　　年　月　日付け魚津市指令　　　第　号で交付決定をした魚津市伝統芸能開催事業支援補助金については、魚津市伝統芸能開催事業支援補助金交付要綱第10条の規定に基づき交付額を金　　　円に確定します。

年　月　日

　　　　　　　　　　　　魚津市長　　　　　　　

